
あわぎん資金集中サービス利用規定

（定型約款）

１.　（あわぎん資金集中サービス）
　　�　当行は予めお届出の「あわぎん資金集中サービス利用契約書」（以下「契約書」という）および「あわぎん
資金集中サービス依頼書」（以下「依頼書」）にもとづき、当行の本支店における貴社（貴殿）の支社・営業所
等（以下「支社等」という）の預金口座（以下「引落指定口座」）から資金を引落し、自動的に貴社（貴殿）
の本社等の預金口座へ資金を振替える事務処理を行います。

２.　（あわぎん資金集中サービス依頼書の受理等）
　　�　あわぎん資金集中サービス（以下「本サービス」という）の対象となる貴社（貴殿）の支社等から依頼書を
とりまとめ、当行のとりまとめ店へ提出してください。

３.　（振替方法）
　　⑴　資金の引落し
　　�　�　引落指定口座からの資金の引落しは、当座勘定規定または普通預金規定にかかわらず、当座小切手の振出

または普通預金通帳・払戻請求書の提出は必要とせず手続きいたします。
　　⑵　振替基準残高
　　�　�　振替日に資金集中を実施する基準となる残高は、引落指定口座の振替日前日の 23 時〜 24 時の間の当行任

意の時刻の最終支払い可能残高から、振替日当日の本サービス以外の口座振替契約による支払金額（原則と
して、振替日前日までに当行に依頼のなされた支払金額）を控除した後の残高を振替基準残高とします。

　　⑶　振替不能の処理
　　�　�　当行は振替基準残高が、指定の金額に満たない等の事由により、振替不能の場合は入金督促等は行わず、

当日の振替手続きは行いません。
４.　（手数料等）
　　�　本サービスの利用に当たっては、契約書記載の手数料を支払ってください。手数料は手数料合計額およびこ
れに係る消費税等相当額を、契約書記載の手数料引落指定口座より１カ月分をまとめて翌月の所定日に引落し
ます。なお、引落しに際しては、当座勘定規定または普通預金規定にかかわらず、当座小切手の振出または普
通預金通帳・払戻請求書の提出を受けないものとします。

５.　（成年後見人等の届出）
　　⑴�　契約者は、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合は、ただちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって、当行に届出るものとします。また、契約者の成年後見人等について、
家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様に届出るものとします。

　　⑵�　契約者は、家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合は、ただちに任意後見人の氏名
その他必要な事項を書面によって、当行に届出るものとします。

　　⑶��　契約者は、すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、もしくは任意後見監督人の選任がされ
ている場合も、前２項と同様当行に届出るものとします。

　　⑷�　契約者は、前３項の届け出事項に取消または変更等が生じた場合も、書面によって、ただちに当行に届出
るものとします。

６.　（解約・変更）
　　�　本サービスは、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。ただし、依頼内容の全部または一
部を変更する場合および解約する場合は、契約書、依頼書により当行のとりまとめ店へ提出してください。�

　　�　万一、この届出がなかったことにより生じた損害等については当行は一切責任を負いません。
　　�　また、引落指定口座が解約された場合は、当該口座に関する契約は自動的に解約されたものとして処理しま
す。

７.　（免責）
　　⑴�　本契約書、依頼書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違

ないと認めて取り扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生
じた損害については、当行は責任を負いません。

　　⑵�　当行の責に帰することのできない事由により、取り扱いが遅延したり不能となった場合、そのために生じ
た損害等については、当行は責任を負いません。

８.　（サービス内容・規定等の変更）
　　⑴�　この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他の相当の事由があると認められる場合に

は当行のウェブサイトへの掲載による公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま
す。

　　⑵�　前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。
９.　（関係規定の適用・準用）
　　�　本規定に定めのない事項については、普通預金規定、当座勘定規定、振込規定等関係する規定により取扱い
ます。これらの規定と本規定との間に齟齬がある場合、本サービスに関しては本規定が優先的に適用されるも
のとします。

10.　（合意管轄）
　　�　本サービスの利用に関して万一紛争が生じ、やむを得ず訴訟を必要とする場合には、徳島地方裁判所を第１
審の専属的合意管轄裁判所とします。

以　上


